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◆新型コロナウイルス感染症緊急経済対策／加茂市独自支援 

            新型コロナに負けるな 加茂サポート 

 加茂市では、下記のとおり新型コロナウイルス感染拡大で影響を受けている事業者への支援を

行います。 
 

① 家賃助成金（賃貸の事業者） 
   新型コロナウイルス感染症の影響により、売上が減少している市内の中小企業者（法

人・個人）に建物等の賃貸借契約に基づく賃借料の２カ月分（４・５月分）を助成しま

す。※上限１０万円／申込期限７月３１日 

 

② 上下水道料金相当額の補助（自己店舗所有事業者） 
４・５月請求分の上下水道費相当分を補助します。 

※上限１０万円／申込期限７月３１日 

 

  ①～②とも ●対  象  持続化給付金申請(予定)者 

●申込受付  令和２年５月１日(金)～ 

●申込窓口  加茂市商工観光課（℡52-0080） 
 

【持続化給付金申請対象者】 

中堅企業、中小企業、小規模事業者、フリーランスを含む個人事業者等、その他各種法人

等で、新型コロナウイルス感染症の影響により、売上が前年同月比で５０％以上減少して

いる者 

【給付額】 

前年の総売上(事業収入)—(前年同月比▲50％月の売上×12ヶ月) 

※上記の算出方法により、法人は 200万円以内、個人事業者等は 100万円以内を支給。 

 

   ※申請方法等は詳細が分かり次第ご案内いたします。 

   

 

◆加茂市／雇用調整助成金申請手数料補助 

従業員１０人以上の事業所も対象になりました。 
  国の雇用調整助成金の申請を社会保険労務士に依頼する場合の手数料を補助します。 

 〇雇用調整助成金の申請をお考えの方は当会議所へご相談ください。 

 ※雇用調整助成金の概要→ https://www.mhlw.go.jp/content/000604077.pdf 
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◆新型コロナウイルス感染経済対策における税制措置 

※下記の税制措置は、国会での関係法案の成立後の施行となります。詳細につ

きましては、手続き等も含め、わかり次第、随時ご連絡いたします。 

 

●法人税、消費税、固定資産税、社会保険料等の納付が猶予 

収入が大幅に減少している事業者は、法人税や消費税、固定資産税など、基本的に全ての税

目の納税が猶予されます。また、社会保険料の納付も同様に猶予されます。 

 

 

 

 

 

 

 

●事業用家屋・償却資産の固定資産税が軽減されます 

～既存の事業用家屋・償却資産に対する固定資産税・都市計画税の減免～ 

売上が大幅に減少している中小事業者等に対して、償却資産と事業用家屋に係る固定資産税及

び都市計画税が減免されます（令和３年度課税分）。 

・令和３年１月３１日までに、認定経営革新等支援機関 

等の認定を受け、市町村へ申告した者に適用。 

・売上減少割合に応じて、以下のとおり軽減。 

 

 

 

 

 

＜新規設備投資に対する固定資産税の減免＞ 

現行の中小企業に対する固定資産税の軽減措置（生産性向上特別措置法に基づく特例措置）に

おいて、償却資産に加え、事業用家屋と構築物も対象となります 

 

 

 

 

 

 

【適用要件等】 

①令和２年２月１日から納期限までの一定期間（１か月以上）において、収入が前年同期比 

概ね２０％以上減少した場合、１年間納税を猶予。 

②一時の納税が困難と認められる場合に適用（少なくとも向こう半年間の事業用資金を考慮

するなど納税者の状況に配慮）。 

③担保は不要、延滞税・延滞金は全額免除。 

④申請書類の提出が困難な場合は口頭説明も可能など、柔軟に運用されます。 

※税務、財務等の専門的知識を有し、一定の実

務経験を持つ支援機関など（税理士、公認会計

士など） 

【適用要件等】 

① 事業用家屋は、取得価格の合計額が 300万円以上の先端設備等とともに導入され

たもの。構築物は、旧モデル比で生産性が年平均１％以上向上する一定のもの 

② 事業用家屋、構築物ともに中小事業者等の認定先端設備等導入計画に位置付けら

れたもの。 

※固定資産税の軽減割合は、３年間ゼロ～1/2以下（市町村の条例で定める割合） 

※生産性向上特別措置法の改正を前提に令和４年度まで２年間延長。 

事業者 市町村 

認定経営革新等 
支援機関等(※) 

➂申請 

（１月末日まで） 

④軽減 

②認定 ➀申請 

会計帳簿等で売上

減少要件を満たし

ているか確認 


